



























 平成 28 年度における「子ども虐待による死亡事例等の検証について（第 14 次報告）」の死亡事例数を表 1 に示した。死亡数は
77 人（67 事例）であり、約3 分の 2 にあたる 49 人（49 事例）が心中以外の虐待で死亡している（厚生労働省2016ｂ）。 
 
表1 第14 次報告：平成28 年4 月1 日～平成29 年3 月31 日までの間に発生し、または 
表面化した子ども虐待による死亡事例 
区分 心中以外の虐待死 心中による虐待死 
（未遂含む） 
計 
例数 49（18） 18（2） 67（20） 





   社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証による専門委員会」 
 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000362706.pdf （Retrieved 2018.11.3) 
 
 その内訳は、0 歳が 32 人（65.3％）と最も多く、特に 0 歳のうち月齢0 か月が 16 人（50.0％）と極めて早期に死亡する割合が高か
った。また、主たる加害者は実母が 30 人（61.2％）と最も多かった。そして、実母が抱える問題として「予期しない妊娠/計画してい
ない妊娠」が 24 人（49.0％）と最多で、次いで「妊婦健診未受診」が 23 人（46.9％）であった。 
 次に心中による虐待死は 28 人（18 事例）であったが、死亡した子どもの年齢は 0 歳から 17 歳まで分散していた。主たる加害者
は実母が 22 人（78.6％）であった。加害の動機は「保護者自身の精神疾患、精神不安」が 15 人（53.6％）と最も多く、次いで「育児

















件であった。②「周産期」「メンタルヘルス」をキーワードにして検索した結果、論文数は 144 件であった。そのうちの 3 件は①
と重複していたので除外した。①と②の合計151 件を対象に分析を行なった。 
2． 妊産婦の支援に関する研究を行うため、①「妊娠期」「支援事業」をキーワードにして検索したが、文献件数は 0 であった。そ
こで「周産期」「支援事業」で検索し直し、2 件ヒットした。②「子育て」「訪問事業」で検索した結果、6 件ヒットした。また「訪問型




 図１に示すように、NDL-OPAC で検索した「妊娠期」及び「周産期」のメンタルヘルスに関する文献は 2000 年～2007 年までは
0～3件ほどで推移してきた。しかし、その後は2008年に18件、2014年に30件、2017年に56件と増加している。これは雑誌『周
産期医学』が周産期のメンタルヘルスの特集を組んだことによるものと思われる。特に、2017 年は東京都監察医務院と順天堂大
















日本の周産期医療はこの数十年で急速に進歩し、周産期死亡率は出産 10 万人あたり、3.6（厚生労働省 2017c）で世界トップレ
ベルの水準に達している。その一方で、先述した東京都監察医務院と順天堂大学による調査では、2005 年～2014 年までの 10
年間に、東京都 23 区での妊産婦の異常死 89 例中 63 例が自殺であったと報告された。自殺率で計算すると 8.7/出生 10 万人に
あたる。この数値の対象は、妊娠中と産褥 1 年未満（妊産婦死亡＋後発妊産婦死亡(3)）の自殺者で、妊娠中の自殺は 23 人であり、
12 人が妊娠2 か月の初期に集中していた。産褥1 年未満の自殺者は 40 人で、産褥4 か月をピークとし、3 か月、6 か月と続いて
いた。 
三重県でも田中ら（2016）が調査を行っているが、2013 年～2014 年の 2 年間に妊娠中もしくは産褥 1 年以内の女性 4 人が自
殺している。調査対象期間における県内の総出産数は 28,215 人であり、同期間における自殺による妊産婦死亡率を算出すると
14.1 にも上った。 
海外ではイギリスとスウェーデンにおいて妊産褥婦の自殺率の報告があるが（表 2 参照）、イギリスでは 2009 年～2013 年の期








 3.7/出生10 万人 
・追跡数：101 名 
・自殺率： 




 4.7/出生10 万人 
・追跡数：103 名 
・自殺率： 




 3.9/出生10 万人 
・追跡数：63 名 
・自殺率（23 区） 
 8.7/出生数10 万人 
出典：竹田 省（2017）「妊産婦死亡原因としての自殺とその予防―産後うつを含めて」 





























































出産後以降の事業も含めて実施率の高さで見ると、平成 28 年 4 月 1 日時点で類型１－①の乳児家庭全戸訪問事業は 97.8％










この事業は、2007 年に子ども虐待防止の観点から生後 4 か月までの乳児のいる家庭を訪問し、状況を把握し、適切なサービス
























類型 事業目的 事業・活動名称 専門職 非専門職





3 産前産後の子育て・家事軽減 産前産後のヘルパー派遣（地方自治体の独自事業） 〇 〇
4 子育て・家事等の軽減 ①ヘルパー派遣（民間の企業・NPO等） 〇
②ひとり親家庭等日常生活支援事業（前身は1964年～） 〇




6 ボランティアによる傾聴・家事支援 ホームスタート（※家庭支援スタッフ訪問事業）（2009年～） 〇
表3 妊娠期から就学前までの親を対象とした家庭訪問型⽀援事業類型
⻄郷泰之（2011）『家庭⽀援をマッピングする』「世界の児童と⺟性」図1 Ｐ9参照し、筆者作成。
類型 事業目的 事業・活動名称 専門職 非専門職
1 発見・スクリーニング ①乳児家庭全戸訪問事業(2008年～） 〇 〇
②新生 未熟児・妊産婦の訪問 1960年代～） 〇
③障害 者）療育等支援 〇
2 子育て上の知識・スキル指導 ①母子 1934年～ 〇
②母子 1968 〇
3 産前産後の子育て・家事軽減 産前産後のヘルパー派遣（地方自治体の独自事業） 〇 〇
4 子育て・家事等の軽減 ①ヘルパー派遣（民間の企業・NPO等） 〇
②ひとり親家庭等日常生活支援事業（前身は1964年～） 〇



































































 日本では 2015 年より妊娠期からの支援も行っており、2017 年12 月31 日までの期間に妊娠期からの支援事業（産前ケア事業）




























   
注 
（1） 「妊産婦の死因 自殺が最多」朝日新聞デジタル 2018 年9 月5 日 








(3) 後発妊産婦とは、妊娠終了後満42 日以降1 年未満における直接又は間接産科的原因による女性の死亡 「厚生労働省 人口動態調査 調査
の概要 ホームぺージ」より引用 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81/-1b.html (Retrieved 2018.11.8) 
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